
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 22日

上   場   会   社   名   黒崎播磨株式会社 上場取引所 東 大 福

コード番号      5352 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役総務人事部長 福岡県

　　　　　　  氏　　        名　　　小川　修三 TEL (093) 622 - 7224
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 22日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 30,381 △ 3.3 720 △ 3.0 359 △ 12.2
12年 9月中間期 31,428 40.3 742 - 409 -
13年 3月期 63,749 1,856 1,211

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 51 - 0.59
12年 9月中間期 △ 554 - △ 6.31
13年 3月期 119 1.36
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    87,919,200 株   12年 9月中間期    87,919,200 株   13年 3月期    87,919,200 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 0.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 0.00 －
13年 3月期 － 2.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 60,405 18,080 29.9 205.65
12年 9月中間期 68,022 18,935 27.8 215.37
13年 3月期 66,251 18,760 28.3 213.39
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    87,919,200 株   12年 9月中間期    87,919,200 株   13年 3月期    87,919,200 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 58,000 400 200 2.00 2.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   2 円 27 銭 



１．中間貸借対照表
（単位：百万円、未満切捨）

期 別 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の

要約貸借対照表

(平成13年９月30日現在) (平成12年９月30日現在) (平成13年３月31日現在)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 １，７３３ １，７８３ １，８０８

受 取 手 形 ４，０９８ ３，９８４ ３，３８２

売掛金及び完成工事未収入金 １３，３２８ １６，３５８ １７，６３７

棚 卸 資 産 １０，３６９ ９，９５１ １０，１７３

繰 延 税 金 資 産 ４０９ ４６４ ３５７

そ の 他 ５３８ ８６９ ６５８

貸 倒 引 当 金 △ ３３ △ ３０ △ ３１

流動資産合計 ３０，４４６ ５０.4 ３３，３８１ ４９.1 ３３，９８７ ５１.3

固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物 １２，０１６ １０，８３２ １２，４１６

機 械 及 び 装 置 ６，００５ ６，６２９ ６，２８８

その他の有形固定資産 ５，９３１ ７，５５９ ５，６６５

無 形 固 定 資 産 ２３３ ２４７ ２３８

投 資 有 価 証 券 ４，３０２ ６，９１４ ５，２８１

出 資 金 ６７５ ６７５ ６７５

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 ４１ ９１ ６９

繰 延 税 金 資 産 ５７ － －

投 資 そ の 他 の 資 産 １，０２９ １，９６１ １，９６６

貸 倒 引 当 金 △ ３３３ △ ２７２ △ ３３７

固定資産合計 ２９，９５９ ４９.6 ３４，６４１ ５０.9 ３２，２６４ ４８.7

資 産 合 計 ６０，４０５ １００.0 ６８，０２２ １００.0 ６６，２５１ １００.0
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（単位：百万円、未満切捨）

期 別 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の
要約貸借対照表

(平成13年９月30日現在) (平成12年９月30日現在) (平成13年３月31日現在)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形 ６，４９４ ８，７８２ ８，８４２
買掛金及び工事未払金 ４，８８０ ４，３５０ ４，６８２

短 期 借 入 金 １０，３７０ １２，９４０ １２，２４０
一年以内返済長期借入金 １，８７２ １，８７７ １，７８２
未 払 法 人 税 等 １６８ ２１ ４２３
未 払 事 業 所 税 ５７ ５７ １１５
未 払 消 費 税 等 １０３ １４５ ９５
未 払 費 用 ３，００４ ２，２１４ ２，４０２

賞 与 引 当 金 １，０７９ １，０９５ １，０８６
設 備 関 係 支 払 手 形 ２３４ ５７０ ２２４
そ の 他 ６９９ ４６６ ５６５

流動負債合計 ２８，９６３ ４８.0 ３２，５２３ ４７.8 ３２，４６１ ４９.0

固 定 負 債
長 期 借 入 金 ４，５５４ ６，４２６ ５，５３３
長 期 未 払 金 － ２２ －
退 職 給 付 引 当 金 ３３１ ３０２ ５４３
役 員 退 職 金 引 当 金 １６２ １６１ １９５
特 別 修 繕 引 当 金 ３７ ２１４ ２５
預 り 敷 金 ・ 保 証 金 ８，２３４ ８，２３４ ８，２３４

ス ワ ッ プ 債 務 ４１ ９１ ６９
繰 延 税 金 負 債 － １，１０９ ４２７

固定負債合計 １３，３６１ ２２.1 １６，５６２ ２４.4 １５，０２８ ２２.7

負 債 合 計 ４２，３２５ ７０.1 ４９，０８６ ７２.2 ４７，４９０ ７１.7

（資本の部）
資 本 金 ５，５３７ ９.2 ５，５３７ ８.1 ５，５３７ ８.4
資 本 準 備 金 ３，５２１ ５.8 ３，５２１ ５.2 ３，５２１ ５.3
利 益 準 備 金 １，２５０ ２.1 １，２３２ １.8 １，２３２ １.8

その他の剰余金

別 途 積 立 金 ４，５１７ ４，５１７ ４，５１７
圧 縮 記 帳 積 立 金 １，１４８ １，０８５ １，０８５
中 間 未 処 分 利 益 １，５５０ １，０８１ －
（ 内 中 間 利 益 ） ( ５１) (△ ５５４)
当 期 未 処 分 利 益 １，７５５
（ 内 当 期 利 益 ） ( １１９)

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 ７，２１５ １１.9 ６，６８３ ９.8 ７，３５７ １１.1

その他有価証券評価差額金 ５５５ ０.9 １，９６０ ２.9 １，１１１ １.7
自 己 株 式 △ ０ △ ０.0 － － － －

資 本 合 計 １８，０８０ ２９.9 １８，９３５ ２７.8 １８，７６０ ２８.3

負債資本合計 ６０，４０５ １００.0 ６８，０２２ １００.0 ６６，２５１ １００.0
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２．中間損益計算書
（単位：百万円、未満切捨）

期 別 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書

（平成13年４月１日～ （平成12年４月１日～ （平成12年４月１日～
平成13年９月30日 平成12年９月30日 平成13年３月31日

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
営 売 上 高 ３０，３８１ １００.0 ３１，４２８ １００.0 ６３，７４９ １００.0

業 売 上 原 価 ２５，８３４ ８５.0 ２６，４６２ ８４.2 ５３，８７１ ８４.5
経 損 売 上 総 利 益 ４，５４７ １５.0 ４，９６６ １５.8 ９，８７７ １５.5
益
常 の 販売費及び一般管理費 ３，８２６ １２.6 ４，２２４ １３.4 ８，０２１ １２.6
部
損 営 業 利 益 ７２０ ２.4 ７４２ ２.4 １，８５６ ２.9

営 業 外 収 益 ２０６ ０.7 ２２６ ０.7 ５９８ ０.9
益 営 受取利息及び配当金 ９９ １０２ ２５７
業 有 価 証 券 売 却 益 － １ １
の 外 そ の 他 １０６ １２２ ３３９
損
部 益 営 業 外 費 用 ５６７ １.9 ５５９ １.8 １，２４２ １.9

の 支 払 利 息 １６７ １８０ ３７９
部 退 職 給 付 費 用 ２８７ ２８７ ５７５
そ の 他 １１１ ９１ ２８８
経 常 利 益 ３５９ １.2 ４０９ １.3 １，２１１ １.9

特 別 利 益 ２７ ０.1 １，８２４ ５.8 ２，６６５ ４.2
特 前 期 損 益 修 正 益 － ２０ －

投資有価証券売却益 ２ ５ ４２７
別 土 地 等 売 却 益 ０ １２３ ３５２

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ０ － １７
損 特別修繕引当金取崩額 － ５３ ２４５

ゴルフ会員権売却益 ２４ － －
益 退職給付信託設定益 － １，６２２ １，６２２

特 別 損 失 ２５７ ０.9 ３，１５７ １０.0 ３，５７０ ５.6
の 固定資産除却損、売却損 １６９ ２９３ ４４０

退 職 特 別 加 算 金 － ４８２ ５５５
部 退職給付引当金繰入額 － ２，２５４ ２，２５４

ゴルフ会員権売却損 ７ － －
そ の 他 の 特 別 損 失 ８０ １２７ ３２０

税引前中間（当期）純損失 － － ９２３ △ ２.9 － －
税引前中間（当期）純利益 １３０ ０.4 － － ３０７ ０.5
法人税、住民税及び事業税 ２１４ ０.7 ５１ ０.2 ５７１ ０.9
法 人 税 等 調 整 額 △ １３６ △ ０.5 △ ４２０ △ １.3 △ ３８３ △ ０.6
中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 － － ５５４ △ １.8 － －
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ５１ ０.2 － － １１９ ０.2
前 期 繰 越 利 益 １，４９８ １，５１４ １，５１４

合併により引継いだ未処分利益 － ０ ０
合併受入分の税効果調整額 － １２１ １２１
中間（当期）未処分利益 １，５５０ １，０８１ １，７５５
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Ⅰ．重要な会計方針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法。但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法。

２．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
不動産賃貸業に係る建物及び設備は定額法で、それ以外の有形固定資産の減価償却は定率法（但し、
築炉事業に係る有形固定資産の内、一部のユーザー構内にある装置については定額法）を採用していま
す。
耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、窯炉・機械装置につ

いては、一部会社所定の耐用年数（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置；法定耐用年数
１２年を１１年）を採用しています。

（２）無形固定資産
鉱業権を除く無形固定資産は定額法によっています。また鉱業権については生産高比例法によってい
ます。尚、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しています。

４．重要な引当金の計上方法

（１）貸倒引当金
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上していま
す。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。
また、会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を営業外費用に計上し
ています。
なお、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
より費用処理いたします。

（４）役員退職金引当金
役員の退職金支出に充てるため、役員退職金内規に基づき中間期末要支給の１００％を計上していま
す。なお、この引当金は、商法第２８７条の２に規定する引当金にあたります。

（５）特別修繕引当金
高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年間で均等に

計上しています。この引当金は、商法第２８７条の２に規定する引当金にあたります。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．消費税等の会計処理
税抜方式を採用しています。
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Ⅱ．貸借対照表注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 55,543百万円

２．担保に供している資産
有形固定資産 9,536百万円

受取手形 16百万円

３．保証債務残高
債務保証 487百万円
経営指導念書 300百万円

（リース取引の注記）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計相当額及び中間期末残高相当額

１３年９月中間期 １２年９月中間期 １３年３月期

減 価 中 間 減 価 中 間 減 価
取 得 償 却 期 末 取 得 償 却 期 末 取 得 償 却 期 末
価 額 累計額 残 高 価 額 累計額 残 高 価 額 累計額 残 高
相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

機械及び 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

装置 － － － 222 214 7 － － －

工具器具
及び備品 671 543 123 839 602 237 707 535 172

合 計 671 543 123 1,062 816 245 707 535 172

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１３年９月中間期 １２年９月中間期 １３年３月期
１ 年 以 内 ７０百万円 １２７百万円 １０６百万円

１ 年 超 ５３ 〃 １１７ 〃 ６５ 〃
合 計 １２３百万円 ２４５百万円 １７２百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

１３年９月中間期 １２年９月中間期 １３年３月期

支 払 リ ー ス 料 ５１百万円 ７８百万円 １１３百万円
減価償却費相当額 ５１ 〃 ７８ 〃 １１３ 〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額が零とする定額法によっています。

追加情報

１．自己株式
前中間会計期間において流動資産の「その他」に含めて表示していた自己株式（当中間会計期間０百万円）
は、中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の改正に伴い、当中間会計期間においては、資本
に対する控除項目として資本の部の末尾に掲載しています。

以 上

【単独】
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